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国連ビジネスと⼈権の作業部会の報告書内容について 
 

2024 年 5 ⽉ 27 ⽇付の国連ビジネスと⼈権の作業部会が公表した報告書において、「特に
⼤規模な開発計画に関する環境影響評価プロセスにおける不⼗分な住⺠協議に深刻な懸念
があり、その⼀例として神宮外苑地区まちづくり（以下「本計画」）に関し、⼈権に悪影響
を及ぼす可能性がある」という趣旨の記載がなされました。また、翌⽇の同年 5 ⽉ 28 ⽇に
は、⽇本政府より報告書に対する⾒解が⽰されており、その⾒解において⽇本政府は当該項
⽬の全⽂削除を求めています。 

 
本計画においては、東京都環境影響評価条例に則り、適切に⼿続きを実施し、環境影響評

価書提出後も含めて、これまで通例以上に計 12 回の審議会等に事業者として参加し、公開
形式（対⾯・WEB 含め）にて説明・質疑回答を⾏ってまいりました。また、条例等で定め
られた都市計画⼿続き等に必要な説明会と任意の説明会もこれまで計 9 回開催しており、
その他要請を受けた地元⾃治会や学校等には個別説明も実施しております。 

また、本計画に関するプロジェクトサイトでは、2023 年 7 ⽉より対象範囲の制限なくど
なたでも質問可能な質問受付ページを開設しております。5 ⽉ 29 ⽇現在では累計 410 件の
質問を頂いており、事業者としての⾒解を回答し、プロジェクトサイトで公表しております。 

なお、報告書において⾔及されている 2023 年 9 ⽉ 7 ⽇に国際記念物遺跡会議（イコモ
ス）より発出された「ヘリテージ・アラート」に対しては、同年 9 ⽉ 29 ⽇付で事業者の⾒
解をプロジェクトサイトで以下の通り公表しております。 
 
「ヘリテージ・アラート」に対する事業者⾒解について 
https://www.jingugaienmachidukuri.jp/pdf/jingugaienmachidukuri_news_230929-01.pdf?231010 

 
※2024 年 5 ⽉ 30 ⽇追記：「ヘリテージ・アラート」に対する事業者⾒解について、プロジ

ェクトサイトにて発信済である旨を⾚字部分にて追記いたしました。 
 
 これまでも事業者といたしましては、近隣の⽅への説明会、プロジェクトサイトでの情報
発信やご質問に対する回答および公表、各種メディアへの対応などを通じて正しい計画内
容を発信し、ご理解いただけるよう注⼒してまいりました。⼀⽅で情報発信の⼿法について
は様々なものがあり、情報が必ずしも⼗分に伝わらず誤解が⽣じていることも理解してお
ります。こうした発信には継続性が重要と考えており、より多くの皆様に正しい情報をご理
解いただけるように引き続き積極的な情報発信に努めてまいります。 
 

以上 
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参考  
① 環境影響評価⼿続きに関する審議会等での説明実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 都市計画⼿続き等に関する説明会等の実績 
 
 
 
 
 
 
③ 事業者による任意の住⺠説明会 

 

開催時期 名称 回数

2020年1⽉ 神宮外苑地区 東京都公園まちづくり制度実施要綱に基づく説明会 2回

2021年6⽉ 神宮外苑地区まちづくり開発計画概要に関する説明会 2回

2021年8⽉ 環境影響評価書案に関する説明会 2回

開催時期 名称 回数

2023年7⽉ 本計画内容の理解を深めていただくための任意説明会 3回

開催時期 名称 形式

2021年8⽉ 評価書案に関する審議会１回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年2⽉ 評価書案に関する審議会２回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年3⽉ 評価書案に関する審議会３回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年4⽉ 評価書案に関する審議会４回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年5⽉ 評価書案に関する審議会５回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年5⽉ 評価書案に関する審議会６回⽬ 出席・質疑 WEB（公開形式）

2022年8⽉ 評価書案に関する審議会７回⽬ 出席・質疑 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）

2022年12⽉ 「環境影響評価書素案」審議会にて事業者説明 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）

2023年1⽉ 「環境影響評価書」「事後調査計画書」審議会総会にて事業者説明 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）

2023年4⽉ ⽇本イコモスの指摘に対する事業者の反証を審議会総会にて説明（１回⽬） 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）

2023年5⽉ ⽇本イコモスの指摘に対する事業者の反証を審議会総会にて説明（２回⽬） 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）

2023年7⽉ 「事後調査報告書その１」提出後、審議会総会にて事業者説明 都庁・オンライン併⽤
（WEB公開）


